
（平成２１年７月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 18 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 37 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 33 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 2145 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年４月から 41 年９月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月から 41 年９月まで 

Ａ区在住時に集金により国民年金保険料を納付していたので、Ｂ区に

転出する際、Ａ区役所に今まで納めた保険料の証明がほしい旨を依頼し

たところ、納付記録は無いとの回答であった。転出直前まで保険料を納

付していたので、申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の「Ａ区役所で国民年金の加入手続を行った際、集金による訪

問徴収であると言われ、その翌月から集金人が自宅に来たので保険料を

納付した。集金人はＡ区の職員であった。」との主張は、Ａ区役所の回

答及び申立期間当時の同区の広報紙の記載内容によって確認できる。 

また、申立人は、Ｂ区で再加入した昭和 42 年度以降は保険料の未納期

間は無く、納付日が確認できる昭和 42 年 10 月以降の納付日から夫婦一緒

に納付していることがうかがえ、夫婦とも納付意識は高いと考えられる上、

申立人は、Ａ区在住時に夫婦一緒に国民年金加入手続をし、加入手続後２

年間は夫婦一緒に保険料を納付したと主張しており、国民年金手帳記号番

号も 39 年４月 30 日に連番で交付されているにもかかわらず、手帳記号番

号払出後のＡ区における国民年金保険料納付記録が無く、後述のとおり、

申立人の夫の一部期間の納付記録のみが後日確認され記録訂正されている

のは不自然である。 

さらに、申立人と連番で国民年金手帳記号番号を交付され、一緒に保



                      

  

険料を納付したとする申立人の夫については、申立期間の一部期間（昭

和 40 年４月から同年６月までの間）の納付記録があるが、これは、夫の

国民年金保険料納付記録の照会申出を受けて、納付記録が確認できたこ

とから納付記録の訂正が行われたものであり、行政側の記録管理に不備

があった可能性を否定できない。 

一方、申立期間のうち、昭和 37 年４月から 39 年３月までの期間につ

いては、申立人は、加入手続の翌月から集金人が来て納付したと主張し

ているが、Ａ区で払い出された手帳記号番号払出日及び申立人の加入手

続の翌月から納付したとの主張からすると、当該期間の国民年金保険料

は過年度納付となり、Ａ区では、集金人による徴収は現年度納付のみと

考えられるとしていることなどから、申立人の主張は整合的でなく、当

該期間の保険料を納付していたとは推認できない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 39 年４月から 41 年９月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2146 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年４月から 40 年３月までの期間及

び同年７月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 37 年４月から 40 年３月まで 

             ② 昭和 40 年７月から同年 12 月まで 

Ａ区在住時に集金により国民年金保険料を納付していたので、Ｂ区に

転出する際、Ａ区役所に今まで納めた保険料の証明がほしい旨を依頼し

たところ、納付記録は無いとの回答であった。転出直前まで保険料を納

付していたので、申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金保険料を納付したとする申立人の妻の「Ａ区役所で

国民年金の加入手続を行った際、集金による訪問徴収であると言われ、

その翌月から集金人が自宅に来たので保険料を納付した。集金人はＡ区

の職員であった。」との主張は、Ａ区役所の回答及び申立期間当時の同

区の広報紙の記載内容によって確認できる。 

また、申立人は、申立期間②以降未納期間が無く、一部期間については

特例納付を行うとともに、厚生年金保険との切替えも適切になされており、

納付日が確認できる昭和 42 年 10 月以降の納付日から夫婦一緒に納付して

いることがうかがえ、夫婦とも納付意識は高いと考えられる上、申立人の

妻は、Ａ区在住時に夫婦一緒に国民年金加入手続をし、加入手続後２年間

は夫婦一緒に保険料を納付したと主張しており、国民年金手帳記号番号も

39 年４月 30 日に連番で交付されているにもかかわらず、手帳記号番号払



                      

  

出後のＡ区における申立期間の国民年金保険料納付記録及び申立人の妻の

Ａ区在住中の全期間の納付記録が無く、後述のとおり、申立人の一部期間

の納付記録のみが後日確認され記録訂正されているのは不自然である。 

さらに、申立人については、申立期間①と②の間の３か月の納付記録

があるが、これは、申立人の国民年金保険料納付記録の照会申出を受け

て、納付記録が確認できたことから納付記録の訂正が行われたものであ

り、行政側の記録管理に不備があった可能性を否定できない。 

一方、申立期間のうち、昭和 37 年４月から 39 年３月までの期間につ

いては、申立人の保険料を納付したとする申立人の妻は、加入手続の翌

月から集金人が来て納付したと主張しているが、Ａ区で払い出された手

帳記号番号払出日及び申立人の加入手続の翌月から納付したとの主張か

らすると、当該期間の国民年金保険料は過年度納付となり、Ａ区では、

集金人による徴収は現年度納付のみと考えられるとしていることなどか

ら、申立人の主張は整合的でなく、当該期間の保険料を納付していたと

は推認できない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 39 年４月から 40 年３月までの期間及び同年７月から同年 12 月まで

の期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2147 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年４月から 38 年３月まで 

昭和 47 年ころ、国民年金保険料をさかのぼって納付できることをＡ

市役所（現在は、Ｂ市）から送られてきた通知で知り、同年６月ころ、

娘の手を引いて同市役所年金担当窓口に行き、夫の分と一緒に納付手続

を行い、その場で発行された納付書で、二人分の保険料２万 1,600 円を

Ｃ社会保険事務所に行って納付した。夫の分と一緒に手続し、納付した

にもかかわらず、夫の分だけが納付済みになっていることに納得できな

い。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料をさかのぼって納付したとする昭和

47 年６月ころは、第１回特例納付実施期間に該当し、その夫の分と一緒

に納付したとする金額は、第１回特例納付で納付した場合の申立期間の二

人分の保険料額と一致する。 

また、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は、昭和 38 年 12 月こ

ろ連番で払い出されており、申立人及びその夫の国民年金被保険者名簿及

び国民年金手帳をみると、申立人及びその夫は、38 年４月から 51 年３月

まで納付日が同一であることが確認できることから、申立期間について、

夫の分が納付済みであるのに、申立人が未納であるのは不自然である。 

さらに、申立人は、申立期間以降未納は無い上、平成４年３月から 60

歳に到達する８年３月まで付加年金に加入していることなどから、納付意

識は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2148 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年５月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成４年５月から同年８月まで 

会社を退職したので、平成４年５月にＡ市で国民年金に加入し、第１

号被保険者となった妻の分と一緒に申立期間の保険料を納付した。保険

料額は、二人分で月額１万 9,400 円だったと記憶しているので、申立期

間が未納となっていることに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成４年５月にＡ市で国民年金の加入手続を行い、第１号被

保険者となったその妻の分と一緒に、二人分の国民年金保険料を納付した

としているところ、社会保険庁の記録から、申立人の国民年金手帳記号番

号は、同年同月ころ払い出されたと確認できること、一緒に納付したとす

る申立人の妻は、申立期間は納付済みとなっていることから、申立内容に

信憑性
しんぴょうせい

が認められる。 

また、申立人は、納付したとする国民年金保険料額、納付場所等を具体

的に記憶しており、その内容は当時の状況と符合している上、４か月間と

短期間である申立期間について納付できない事情は認められない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2149 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年４月から同年７月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 42 年４月から 45 年３月まで 

昭和 42 年４月に自営業を始めたので、従業員を厚生年金保険に加入

させたが、私は個人事業主であったため、そのまま国民年金に加入して

いた。妻が、私と二人分の保険料を納付していたので、申立期間が未納

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、昭和 42 年４月に自営業を始めたが、個人事業主であった

ことから、継続して国民年金保険料を納付していたとしているところ、

社会保険事務所の特殊台帳によると、申立人は、42 年７月 31 日に申立

期間のうち 42 年４月から同年７月までの保険料を納付し、その後、こ

の期間の保険料を還付されたことが確認できる。 

申立人は、個人事業主となった昭和 42 年４月以降も国民年金の強制

加入被保険者となる期間であり、事実と異なる資格喪失手続により還付

が行われたことが推認され、行政側の事務処理に過誤があったことが考

えられる。 

   

２ 一方、申立期間のうち、昭和 42 年８月から 45 年３月までは、申立人

は、納付時期、納付期間等の具体的な記憶が曖昧
あいまい

であり、納付状況は不

明である。 

また、社会保険事務所の特殊台帳では、申立人は、昭和 47 年７月に

申立期間直後の 45 年４月から 47 年３月までの国民年金保険料を過年度



                      

  

納付したことが確認でき、この時点においては、申立期間のうち 42 年

８月から 45 年３月までは時効により保険料を納付できない期間である。 

  さらに、申立人が、申立期間のうち、昭和 42 年８月から 45 年３月ま

での期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無い。 

  

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 42 年４月から同年７月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2150 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年 10 月から同年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 45 年９月から 56 年 12 月まで 

             ② 昭和 56 年 10 月から同年 12 月まで 

申立期間当時は次兄が社長をしていた建設会社に勤務しており、次兄

が三兄及び私の国民年金の加入手続を行い、平成 12 年に会社が解散す

るまで保険料を一緒に納付してくれていた。兄たちは納付済みで私だけ

が未納であるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人の国民年金保険料を納付したとするその

次兄及び一緒に保険料を納付してもらっていたとする申立人の三兄は、

いずれも納付済みとなっており、申立人のみが未納であるのは不自然で

ある。 

また、申立期間②は３か月と短期間である上、申立人の国民年金手帳

記号番号は昭和 58 年３月ころ払い出されていることから、申立期間②

の前後の期間を過年度納付していることが確認できるにもかかわらず、

申立期間②の国民年金保険料を納付しなかったとは考え難い。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和

58 年３月ころ払い出されており、払出時点からすると、申立期間①は

時効により納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出された

形跡は見当たらない。 

また、申立人の国民年金の加入手続を行い国民年金保険料を納付した

とする申立人の次兄は、申立期間①のうち、昭和 45 年９月から 50 年６



                      

  

月までは未納となっている上、申立人は、申立期間①の国民年金保険料

の納付に直接関与していないため、保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 56 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2152 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 49 年１月から同年３月まで 

    実家にいたとき、私の父親が国民年金の加入手続を行い、保険料を納

付し、結婚後は、夫がＡ組合（現在は、Ｂ組合。以下同じ）で、夫婦二

人分の保険料を納付していた。「ねんきん特別便」で未納期間があるこ

とを初めて知ったが、申立期間は、夫が納付していたはずであり、夫は

納付済みであるのに私の分が未納であるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚後、申立人の夫がＡ組合で夫婦二人分の国民年金保険料

を一緒に納付していたとするところ、申立人及びその夫の納付日が確認で

きる領収証書、国民年金手帳の検認印等をみると、申立人及びその夫は同

一日に納付していることが確認でき、基本的に、申立人はその夫と一緒に

保険料を納付していたと推認されることから、申立人の夫が申立期間は納

付済みであるのに、申立人が未納であるのは不自然である。 

また、申立人及びその夫は、共に国民年金制度発足時から国民年金に加

入し、申立人の夫は、60 歳に到達するまで国民年金保険料を完納し、申

立人も、60 歳に到達するまで、申立期間を除き未納が無いことから、申

立人及びその夫の納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、申立期間は、３か月と短期間である上、申立期間の国民年金保

険料を納付できない特別の事情はみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1306 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の、申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち平

成 11 年４月から同年 10 月までの期間を 24 万円に訂正する必要がある。 

 なお、事業主は、平成 11 年４月から同年 10 月までの上記訂正後の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成９年 12 月から 13 年 11 月まで 

社会保険庁の記録では、平成 10 年 10 月分の標準報酬月額から下が

っているが、給与が下がった覚えはない。同年１月からの給与支給明

細書を提出するので、標準報酬月額が適正か確認の上、訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定し又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の金額を認定すること

となる。したがって、申立期間のうち、平成 11 年４月から同年 10 月まで

の標準報酬月額については、申立人提出の給与支給明細書において確認で

きる保険料控除額から 24 万円とすることが妥当である。 

一方、平成９年 12 月から 11 年３月までの期間及び 11 年 11 月から 13

年 11 月までの期間については、上記の給与支給明細書を基に算出した標

準報酬月額が社会保険庁の記録上の標準報酬月額を上回っているとは認め



                      

  

られないことから、標準報酬月額の訂正の必要性は認められない。 

なお、平成 11 年４月から同年 10 月までの期間に係る厚生年金保険料の

事業主による納付義務の履行について、事業主は、申立期間当時の保険料

納付に関する資料は保存していないとしているが、給与支給明細書上の保

険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険庁の記録上の標準報酬月額は

当該期間において一致していないことから、事業主は、給与支給明細書で

確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1311 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 39 年６月１日から 40 年１月 26 日まで 

             ② 昭和 40 年６月２日から 44 年 12 月 21 日まで 

             ③ 昭和 45 年３月 30 日から同年４月 22 日まで 

             ④ 昭和 45 年 10 月 12 日から 46 年３月１日まで 

             ⑤ 昭和 46 年３月 11 日から同年８月１日まで 

             ⑥ 昭和 46 年８月 11 日から 47 年１月１日まで 

             ⑦ 昭和 47 年１月 11 日から同年６月１日まで 

             ⑧ 昭和 47 年９月 21 日から同年 12 月 10 日まで 

    社会保険庁の記録では、脱退手当金が支給されているとのことだが、

申立期間当時は脱退手当金のことや請求方法など何も知らなかったの

で、脱退手当金を請求するはずがない。また、Ａ社会保険事務所に確

認したところ脱退手当金の請求をした場合、それまで加入していたす

べての厚生年金保険被保険者期間（Ｂ株式会社、Ｃ株式会社、Ｄ株式

会社及びＥ所）が脱退手当金として支給されていると聞いた。しかし、

私の場合、Ｅ所で６回の資格取得をしたが最初と最後の期間について

は脱退手当金として支給されておらず残っているので納得できない。

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、Ｅ所の６度にわたる被

保険者期間のうち最初と最後の被保険者期間はその計算の基礎とされてお

らず未請求となっており、申立人が脱退手当金を請求する際、これを失念



                      

  

するとは考え難い上、当該未請求期間は、同一の厚生年金保険被保険者台

帳記号番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない期間とし

て存在することは事務処理上不自然である。 

   また、Ｆ株式会社での社会保険庁オンラインシステムの職歴審査照会回

答票にある 18 名の女性被保険者のうち、脱退手当金の受給資格を満たす

15 名すべてについて脱退手当金の支給記録が無いことから、事業主によ

る代理請求が行われていたものとは考え難い。 

   さらに、申立人は国民年金強制被保険者となった昭和 50 年９月から約

28 年間国民年金保険料を納付していることから、年金受給に対する意識

が高かったものと推察される。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1313 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日を昭和 41 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 41 年５月１日から同年６月１日まで 

    私が、Ａ株式会社に正社員として勤務し、Ｂ業務をしていた時期のう

ち、昭和 41 年５月１日から同年６月１日までの１か月が厚生年金保険

の記録が無い上、記録の無い期間に会社が適用事業所に該当しなくなっ

ており、１か月後に新たに適用事業所に該当していることも分かった。

しかし、当時従業員は当該事実を知らされず、給与も通常どおり支給さ

れ、厚生年金保険料も給与から控除されていた。また、適用事業所に該

当しなくなった時期に健康保険証を返したことはない。この期間を厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ株式会社における仕事内容等の説明は具体的であり、雇用保

険の加入記録及び同僚９人の供述により、申立人が申立期間において同社

に継続して勤務したことが推認できる。 

なお、当該事業所の移転に伴い適用事業所に該当しなくなったことが、

事業所別被保険者名簿で確認できるが、当該時点における健康保険証の

返還について、同名簿で返還を確認できるものの、同僚９人中７人が返

還していないと供述しているほか、給与が支払われていたとする者が４

人おり、厚生年金保険料について二人が控除されていたと供述している。 

さらに、社会保険事務所が保管する事業所別被保険者名簿により、同



                      

  

社は移転のため昭和 41 年５月１日に適用事業所に該当しなくなっている

ことが確認でき、１か月後の同年６月１日に新たに適用事業所に該当し

ていることがオンライン記録で確認できるところ（この間の資格喪失及

び再取得者 58 人）、この間、同僚の給与支給に関する供述及び雇用保険

の加入記録で、事業を継続していたことがうかがえ、同事業所は申立期

間において厚生年金保険の適用要件を満たしていたと認められる。なお、

当時の事業主は既に亡くなっており、保険料の控除及び勤務実態につい

て聴取することができない。 

加えて、Ａ株式会社の移転（管轄する社会保険事務所の変更）に伴う

適用事業所としての届出は、前述の状況等から総合的に判断すると、昭

和 41 年６月１日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

昭和 41 年４月の社会保険事務所の記録から３万 3,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、当該事業所は昭和 50 年８月１日に解散しており、

当時の事業主は既に亡くなっているため不明であるが、社会保険事務所が

保管する記録によると当該事業所は申立期間において厚生年金保険の適用

事業所では無いことから、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る昭

和 41 年５月の保険料について納入告知を行っておらず、事業主は、申立

期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

    



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1314 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年３月の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ株

式会社における資格喪失日に係る記録を同年４月１日に訂正し、当該期間

の標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ①昭和 33 年４月ころから 34 年６月ころまで 

              （株式会社Ｂ） 

             ②昭和 35 年３月ころから 36 年５月ころまで 

              （Ｃ株式会社） 

             ③昭和 36 年９月ころから 37 年５月ころまで 

              （株式会社Ｄ） 

             ④昭和 37 年６月ころから 38 年５月ころまで 

              （Ａ株式会社） 

             ⑤昭和 40 年３月ころから 42 年５月ころまで 

              （  同上    ） 

             ⑥昭和 44 年４月ころから同年６月ころまで 

              （  同上    ） 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、

株式会社Ｂ、Ｃ株式会社及び株式会社Ｄに勤務した申立期間①、②及

び③について厚生年金保険の加入記録が無く、Ａ株式会社については

申立期間④、⑤及び⑥の期間が欠落している旨の回答をもらった。そ

れぞれの期間については勤務しており、特にＡ株式会社は途中退職せ

ずに継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間⑤のうち、昭和 40 年３月１日から同月 31 日までの期間につ

いては、Ａ株式会社が保管する所得税源泉徴収簿兼賃金台帳により、

申立人の同年３月分の給与から当月控除により保険料が控除されてい

ることが確認できることから、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

    なお、所得税源泉徴収簿兼賃金台帳により、昭和 40 年３月は、「労

働日数」欄に勤務していなかった日数の記載が無いことから、月末ま

で勤務していたものと推認できる。 

    また、昭和 40 年３月の標準報酬月額については、所得税源泉徴収簿

兼賃金台帳及び申立人のＡ株式会社に係る 39 年 10 月の社会保険事務

所の記録から、３万 3,000 円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事

業主が資格喪失日を昭和 40 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難い

ことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

     

  ２ 申立期間①について、申立人は、株式会社Ｂに勤務していたと主張し

ている。 

    しかし、Ｅ市を管轄する法務局の商業登記簿謄本により、株式会社Ｂ

が法人事業所となったのは昭和 37 年１月４日であり、社会保険庁のオ

ンライン記録により、適用事業所となったのが同年７月１日であること

が確認でき、申立期間①当時は個人事業所であり、従業員も二人であっ

たと申立人が供述していることから厚生年金保険の強制加入の対象事業

所に該当せず、社会保険事務所の記録によると任意適用の手続をした事

情もうかがえないことから、当時、当該事業所の従業員として厚生年金

保険に加入することはできなかったものと考えられるが、事業主の供述

等から申立人が当時、勤務していたことは推認できる。 

    また、社会保険事務所が保管する株式会社Ｂの健康保険厚生年金保険

事業所別被保険者名簿により、当時の事業主及びその他の社員の資格取

得日は同社が適用事業所となった昭和 37 年７月１日となっており、申

立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番は無い。 



                      

  

    なお、株式会社Ｂでは、申立人の申立期間①の雇用を認めているもの

の、当該期間の厚生年金保険の届出及び保険料の給与からの控除は行っ

ていないとしており、複数の同僚も「従業員は昭和 37 年７月１日に厚

生年金保険に一斉に加入した」と供述している。 

    なお、申立人の当該期間に係る雇用保険の記録は、他の申立期間を含

めてすべて確認することができなかった。 

 

  ３ 申立期間②について、申立人は、Ｃ株式会社に勤務していたと主張し

ている。 

    しかし、Ｅ市を管轄する法務局の商業登記簿謄本により、Ｃ株式会社

は、昭和 32 年８月に設立し、平成９年６月に解散していることが確認

できるが、同社は、社会保険庁のオンライン記録において、厚生年金保

険の適用事業所であることが確認できない。 

    また、Ｃ株式会社の事業主の厚生年金保険及び国民年金の加入記録に

ついて、社会保険庁のオンライン記録により確認したが、申立期間②に

おける記録は無く、同人は既に亡くなっている。 

    なお、申立人は、Ｃ株式会社の従業員は二人であったと供述している

ところ、当時の厚生年金保険法の適用事業所の適用要件は、常時５人以

上の従業員を使用する事業所が対象となっていたことから、同社は適用

事業所の要件を満たしていなかった可能性が高い。 

    また、申立人が供述している従業員二人から、当時の勤務状況等に関

し聴取するため連絡先を探したが、申立人が記憶する情報では特定する

ことが不可能であった。 

 

  ４ 申立期間③について、申立人は、株式会社Ｄに勤務していたと主張し

ている。 

    しかし、社会保険事務所が保管する株式会社Ｄの健康保険厚生年金保

険被保険者名簿により、申立人の氏名を確認したが見当たらず、健康保

険の整理番号に欠番は無い。 

    また、社会保険庁のオンライン記録により、株式会社Ｄの職歴審査照

会回答票においても申立人の氏名は見当たらず、当該事業所は既に適用

事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主も既に亡くなっている

ことが確認できる。 

    さらに、複数の同僚照会を行い、一人から回答を得たが、それによる

と「申立人の名前を聞いたことがある。自分と同様にＤに勤務していた

ならば厚生年金保険に加入していたのではないか。試用期間については

分からない。」としているが、申立人が事業主により給与から保険料を

控除されていたとする具体的な供述を得ることはできず、ほかに関連資



                      

  

料及び周辺事情を確認することができない。 

 

  ５ 申立期間④、⑤（上記訂正をする期間を除く。以下同じ。）及び⑥に

ついて、申立人は、Ａ株式会社に途中退職せずに継続して勤務していた

と主張している。 

    しかし、社会保険事務所が保管するＡ株式会社の事業所別被保険者名

簿及び被保険者原票照会回答票には、申立人の厚生年金保険の加入状況

について、昭和 38 年６月１日に資格取得して 40 年３月 31 日に資格喪

失（訂正後は、40 年４月１日）し、42 年６月１日に再度、資格取得し

て 44 年４月１日に資格喪失したことが記録されており、この記録は、

社会保険庁のオンライン記録に一致し、申立期間④、⑤及び⑥の加入記

録は確認できない。 

    また、Ａ株式会社が保管する所得税源泉徴収簿兼賃金台帳により、昭

和 38 年６月から 40 年３月までの期間及び 42 年６月から 44 年３月まで

の期間は事業主により給与から厚生年金保険料が控除されていることが

確認できるが、その他の期間における給与支給及び保険料控除は確認で

きない。 

さらに、同台帳の昭和 44 年分に同年３月 31 日に退職した旨の記述が

確認できるとともに、同社では申立期間④、⑤及び⑥に係る厚生年金保

険料を給与から控除していないと述べている。 

    加えて、Ａ株式会社が保管する労働者名簿は、昭和 38 年５月６日付

の雇入時のものと、42 年６月１日付の雇入時のものとの２部が作成さ

れており、当該労働者名簿の履歴欄に「昭和 38 年５月Ｄ株式会社退

社」との記録が確認できることから、同社への入社は 38 年５月と考え

られ、申立期間④はＤ株式会社に勤務していたと考えるのが妥当である。 

    また、同僚照会を行ったが、申立期間④について複数の同僚は、「昭

和 37 年６月ころから 38 年５月ころまでの期間については、申立人はま

だＡ株式会社に入社していなかった」と供述しており、申立期間⑤につ

いて同僚一人は「申立人は同社のＥ販売に伴うＦ業務の運転手をしてい

たことから、その輸送業務を個人の請負方式に切り替えたのではない

か」と供述しており、同社も「当時の記録は無いが、途中の期間は個人

請負で仕事をした」と供述している。 

    なお、申立人は、Ａ株式会社では７年間勤務すれば退職金を支払う就

業規定があり、退職した昭和 44 年６月末に当該退職金を受け取ったと

述べているところ、同社の退職金支給規定によると勤続３年、５年、10

年等で退職金の支給対象者とされているが、申立人の同社における勤続

期間はいずれにも該当せず、所得税源泉徴収簿兼賃金台帳の「退職所得

の税額」欄にも退職金を支給した旨の記録が確認できない。 



                      

  

     

  ６ このほかに、申立人の申立期間における勤務実態や厚生年金保険料の

控除についての事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ７ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間（上記訂

正をする期間を除く。）に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について厚生年金保険被保険者であったことが

認められ、また、申立期間②の厚生年金保険料を、事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工

場における資格取得日に係る記録を昭和 20 年 12 月１日に訂正し、20 年

12 月から 21 年 10 月までの標準報酬月額を 600 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立期間②に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 20 年 12 月１日から 21 年９月５日まで 

② 昭和 21 年９月５日から同年 11 月１日まで 

       昭和 13 年８月 13 日にＡ株式会社に就職し、17 年３月に同社在籍の

まま兵役に徴集され、21 年９月に帰還した。その後、同社Ｂ工場で勤

務を再開し、53 年 11 月 21 日まで同社に勤務したが、社会保険事務所

で記録を確認したところ、20 年 12 月１日から 21 年 11 月１日までの厚

生年金保険被保険者記録が無かった。 

兵役に徴集されていた期間についても家族に対して事業所から給与

が支給されていたと思うので、厚生年金保険の被保険者であった期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ Ａ株式会社が保管する申立人に係る従業員名簿及び同社が発行した在

籍証明書等により、申立人が申立期間において当該事業所に在籍してい

たことが確認でき、申立人の供述及び社会保険事務所が保管する厚生年

金保険被保険者名簿の備考欄に多数の従業員が申立期間と近接する時期

に同社Ｃ工場から同社Ｂ工場へ異動した旨の記載があることから、申立

人も昭和 20 年 12 月１日に同工場に異動したことが推認できる。 



                      

  

また、上記従業員名簿、在籍証明書及びＤ県Ｅ部が発行した「軍人

恩給の受給資格について（回答）」に記載された申立人の軍歴による

と、申立人が昭和 17 年３月１日に現役兵としてＦ隊に入隊し、21 年

９月５日にＧ隊から復員したことが確認できる。一方、社会保険事務

所の記録によると、申立人の両申立期間における厚生年金保険加入記

録は確認することができない。 

しかしながら、申立期間①については陸軍に召集されていた期間の

一部であり、当該期間以外の召集期間における被保険者記録は確認で

きることから、当該期間において被保険者としての資格が無かったと

は考え難い上、同社においてほぼ同時期に召集されていた同僚には厚

生年金保険の加入記録が確認できる。 

また、当時の厚生年金保険法では、第 59 条の２により昭和 19 年 10

月１日から 22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集され

た期間については、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主ともに

全額を免除し、被保険者期間として算入する旨規定されている。           

したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間については、仮に

被保険者としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75 条の規

定による時効によって消滅した保険料に係る期間であっても、年金額

の計算の基礎となる被保険者期間とすべきであるものと考えられる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ

工場における昭和 21 年 11 月１日の厚生年金保険被保険者台帳の記録

から 600 円とすることが妥当である。 

 

２ 他方、申立期間②については、上記の従業員名簿及び同僚の被保険

者記録から判断すると、申立人が当該期間にＡ株式会社Ｂ工場に継続

して勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ

工場における昭和 21 年 11 月１日の厚生年金保険被保険者台帳の記録

から 600 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1333 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ所における資

格取得日に係る記録を、昭和 26 年３月 20 日に訂正し、申立期間①の標準

報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＣ株式会社Ｄ所にお

ける資格取得日に係る記録を、昭和27年11月１日に訂正し、申立期間②の

標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る両申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 26 年３月 20 日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 27 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

    Ｃ株式会社（現在は、株式会社Ｅ）の社員として会社の命令で転勤し

ながら勤務していたが、被保険者期間に空白がある。 

事業所間の転勤だったので期間が空くのはおかしい。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、株式会社Ｅから提出のあった職員名簿、「Ｅの

あゆみＦ編」のＤ所における昭和 26 年３月からの開発着手の記述及び申

立人の仕事内容から判断すると、申立人がＣ株式会社に継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ所

（適用事業所の名称変更の履歴によれば、当該事業所がＣ株式会社の事業

所となった後も、Ｃの名称を経ないまま、当該事業所の最後の名称である



                      

  

Ａの被保険者として記録されているものの、「ＥのあゆみＦ編」及び株式

会社Ｅから提出された職員名簿によれば、申立期間当時、当該事業所がＣ

株式会社の事業所であることが確認できる）における昭和 26 年８月の社

会保険事務庁の記録から 8,000 円とすることが妥当である。 

申立期間②については、株式会社Ｅから提出のあった職員名簿における

発令事項に昭和 27 年 11 月１日付けでＣ株式会社Ｄ所勤務を命ずる記載が

あることから判断すると、申立人がＣ株式会社に継続して勤務し、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＣ株式会社Ｄ所

における昭和 27 年 12 月の社会保険庁の記録から 8,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る両申立期間の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1334 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の標準報酬

月額を平成８年 10 月から９年８月までを 53 万円に訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 10 月１日から９年９月 16 日まで 

    社会保険庁の記録では、株式会社Ａにおける平成８年 10 月１日から

９年９月 16 日までの標準報酬月額が 15 万円に下げられているのはおか

しい。同年４月までは 53 万円ぐらい、同年５月以降は 50 万円くらいだ

ったので当該期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 社会保険庁の被保険者資格記録照会回答票（訂正・取消済資格記録）に

よれば、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の標準報酬月額は、当

初、平成８年 10 月の定時決定において 53 万円と記録されていたが、株式

会社Ａが厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった９年９月 16 日以

後の同年９月 18 日において、８年 10 月の定時決定までさかのぼって月額

変更として 15 万円に引き下げられていることが確認できる。 

 一方、当該訂正処理については、事業主みずから株式会社Ａの精算処理

の一環として社会保険事務所の担当者と相談しながら行ったと供述してい

るほか、複数の同僚からもこれと同様の供述が得られた。 

さらに、商業登記簿によれば申立人は株式会社Ａの役員であったが、事業

主ほか複数の同僚が申立人は営業に専任する役員であったと供述している

ほか、社会保険事務を含む経理業務については事業主及び特定の経理担当

者の専任事項であったとの供述も得られ、申立人が当該標準報酬月額の訂

正に関与する立場になかったことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、当該標準報酬月額については有効な記



                      

  

録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は事業主が社会保険庁に届け出た訂正前の記録から、平成８年 10 月から

９年８月までを 53 万円とすることが必要である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1338 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 49 年９月 10 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

18 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 49 年９月 10 日から同年 10 月 14 日まで 

昭和 49 年 10 月ころＢ株式会社Ｃ工場からグループ会社のＡ株式会

社（現在は、株式会社Ｄ）に転勤したが、この時期、妻が妊娠８か月

で、転勤先のＥ地の産婦人科に通い始め同年 11 月に無事出産したので、

健康保険は間違いなく継続していたと思う。申立期間の厚生年金保険

被保険者期間が欠落していることに納得できないので、調査の上、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社が保管している人事台帳、Ｂ企業年金基金の加入記録及び上

司、同僚の供述から、申立人は、申立期間の昭和 49 年９月 10 日から同年

10 月 14 日までについてもＡ株式会社に継続して勤務し（49 年９月 10 日

にＢ株式会社Ｃ工場からグループ子会社であるＡ株式会社に異動）、厚生

年金保険料を事業主により控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 49 年 10 月の社会保険事務所の記録から、18 万円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当時の資料が存在しないことから保険料を納付したか否かについ

ては不明としているが、厚生年金保険の記録における資格取得日と雇用保



                      

  

険の記録における資格取得日がいずれも昭和 49 年 10 月 14 日となってお

り、公共職業安定所及び社会保険事務所の双方が誤って同日と記録したと

は考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格取得日として届

け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年９月の保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1339 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立期間①については、申立人のＡ株

式会社Ｂ支社における資格喪失日に係る記録を、昭和 32 年 12 月１日に、

当該期間の標準報酬月額を１万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間②についてはＡ株式会社Ｃ営業所における資格喪失日に

係る記録を、昭和 43 年 10 月１日に、当該期間の標準報酬月額を、６万円

に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年  月 日 ： 昭和 12 年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 32 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

                 ② 昭和 43 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

昭和 31 年８月１日にＡ株式会社に入社してＢ営業所に勤務したが、

32 年 12 月１日に同営業所は組織変更でＤ支社になり、新規適用事業所

届を提出したことを記憶している。 

その後、Ａ株式会社Ｃ営業所へ転勤した際に機構改革で同営業所がＥ

支社の管轄になり、昭和 43 年 10 月１日に社会保険事務所へ被保険者資

格の取得届を提出しているはずが、社会保険事務所の被保険者記録では

いずれも記録が確認されなかった。 

Ａ株式会社を昭和 49 年 12 月 15 日に退職するまで継続して勤務して

いたことから納得できないので記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由  

申立人が保管していた源泉徴収票及び雇用保険の加入記録から判断する

と、申立人がＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 32 年 11 月 30 日から同

年 12 月１日まではＡ株式会社Ｂ営業所に勤務、43 年９月 30 日から同年

10 月１日までは同社Ｃ営業所に勤務。）、両申立期間に係る厚生年金保



                      

  

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ支

社における申立期間①直前の昭和 32 年 10 月に係る社会保険事務所の記録

から１万円とし、申立期間②の標準報酬月額については、申立人の同社Ｃ

営業所における申立期間②直前の 43 年８月における社会保険事務所の記

録から６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いて、事業所は平成 15 年９月 30 日に解散している上、事業主及び当時の

役員は他界し、給与台帳等の関連資料も無く不明であるとしているところ、

事業主が申立期間①に係る資格喪失日を昭和 32 年 12 月１日として届け、

申立期間②に係る資格喪失日を 43 年 10 月 1 日と届けたにもかかわらず、

社会保険事務所がこれを申立期間①については 32 年 11 月 30 日と、申立

期間②については 43 年９月 30 日と誤って記録することは考え難いことか

ら、当該社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る 32 年 11 月分及び 43 年９月分の厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず(社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。)、事業主は、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1340 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、昭和 37 年４月 10 日までＡ株式会社に継続して勤務をしてい

たことが認められ、保険料控除が推認できることから、Ａ株式会社Ｂ工場

における資格喪失日を昭和 37 年４月 10 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基 礎年金番号 ：  

        生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年 10 月２日から 37 年４月 10 日まで 

    昭和 36 年 10 月２日から 37 年４月 10 日までの厚生年金保険の被保険

者記録が欠落している。当時、Ａ株式会社Ｂ工場から同社Ｃ部への転勤

が発令されたころで、そこで、Ｄ株式会社の立ち上げの仕事をしており、

継続して勤務をしていたことは間違いないので、厚生年金保険の被保険

者記録を繋いでほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の加入記録、元同僚、上司等の供述により申立人が申立期間に

Ａ株式会社Ｂ工場に継続して勤務していたことが認められる。 

 申立人は、同僚の供述によると、昭和 36 年 10 月に、Ａ株式会社Ｂ工場

から、同社本社内に新しくできた部署である「Ｃ部」（この部署は、

「Ｄ株式会社」を立ち上げるため開設された）への転勤の指示に従い、

同社本社に異動したものと思われる。しかし、同僚の供述によると、

「本社総務では、「Ｃ部」は同社Ｂ工場の出先機関と考えていた。」と

しており、その根拠として、別の同僚は「Ｂ工場の敷地内に会社を設立

した。」と供述しており、これは、後にＤ株式会社の本体自体がＢ工場

に出来たことから判断すると、本社ではＣ部は一時的な部署であり、Ｂ

工場の管理範囲（Ｂ工場において被保険者資格を継続させていたものと

誤認していたもの）であると思い、申立人の資格取得手続等を行わなか



                      

  

ったと考えられる。そのため申立人の被保険者記録が途切れたと思われ

る。 

 また、Ｅ組合（現在は、Ｆ組合）が保管する、健康保険被保険者資格喪

失確認通知書から、申立人が、昭和 37 年４月 10 日にＤ株式会社へ転出

するまで、Ａ株式会社Ｂ工場に在籍していたことが確認でき、同僚等の

供述によると、継続勤務も認められ、事業所も「今も昔も、給料を払え

ば、保険料は必ず控除する」と答えており、これらを総合的に判断する

と、厚生年金保険料が控除されていたと推認できる。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資格喪失日は、昭和 37 年４月 10 日

であると認められ、また、申立期間の標準報酬月額については、申立期

間直前の社会保険事務所の記録から、１万 6,000 円とすることが妥当で

ある。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いて、Ａ株式会社の承継企業であるＧ株式会社は、「当時を示す資料や、

当時を知る人物がいないため『不明』」としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業

主が申立期間に係る申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を

社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関

連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。  

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 1342 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を

62 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 13 年６月１日から 14 年３月 26 日まで 

    社会保険庁からの連絡により、平成 13 年６月１日から 14 年３月 26

日までの期間に係る標準報酬月額が、14 年４月 26 日に実際の給料より

低い報酬額に訂正されていることが分かったので、訂正前の報酬額に戻

してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の被保険者資格記録照会回答票（訂正・取消済資格記録）で

は、申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける厚生年金保険の標準報酬

月額は、当初 62 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった平成 14 年３月 26 日より後の同年４月 26 日付けで、

13 年６月から 14 年２月までの標準報酬月額が遡及
そきゅう

して 22 万円に減額訂

正されていることが確認できる。 

また、複数の同僚が、「申立人は、Ｂ部門の営業所責任者であり、社員

から専務と呼ばれていたが、本社の経理部門に携わっていなかった。本社

の経理担当者は事業主の妻であった。」と供述していることから、申立人

は、社会保険事務について権限を有しておらず、標準報酬月額を遡及
そきゅう

訂正

された事実を承知していなかったと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、当該訂正処理を遡及
そきゅう

して行う合理的な理

由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について、有効な記録訂

正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり 62 万円とすることが必要で

ある。 

 



埼玉国民年金 事案 2151 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

昭和 36 年ころ、自宅を訪問した区役所職員から国民年金の加入を勧められ、

加入手続をした。その後、集金人に保険料を納付し、領収書をもらっていたが、

新しい年金手帳を受け取ったときにその領収書は処分してしまった。36年４月

から国民年金制度に加入し、保険料を納付しているので、未納期間があること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

     申立人は、昭和 36 年ころ国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申

立人の国民年金手帳記号番号は、夫婦連番で 40 年３月ころ払い出されており、

申立期間の一部は時効で納付できない期間である上、別の手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない。 

また、申立人が所持する国民年金手帳は、昭和 40 年３月 10 日に発行されたも

のであり、申立人は、これより以前の国民年金手帳を所持した記憶は無く、申立

期間については、３か月ごとにＡ区の集金人に納付し、領収証書を渡されたとし

ているが、Ａ区では、申立人が記憶している領収証書は取り扱ったことが無いと

している。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 



 

埼玉国民年金 事案 2153 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの期間、57 年４月から同年５月まで

の期間、60年２月から 61年 11月までの期間及び 62年６月から 63年 11月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年１月から同年３月まで 

②  昭和 57年４月から同年５月 

③ 昭和 60年２月から 61年 11月まで 

④ 昭和 62年６月から 63年 11月まで 

    申立期間については、いずれも夫の厚生年金保険加入期間の狭間の期間であ

るが、市役所等で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、国民年金保

険料を納付しているはずであり、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人夫婦は、昭和 50 年４月ころ、Ａ市に転入した

際に夫婦で国民年金に加入し、申立期間①の国民年金保険料をさかのぼって納

付したとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿及び 52 年に同市から転出

したＢ村(現在は、Ｃ市)の国民年金保険料検認記録から、申立人夫婦が国民年

金に加入したのは 52 年６月ころと推認され、当該加入時点では、申立期間①

は時効により納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間②、③及び④については、申立人夫婦の国民年金保険料の納付時期

及び納付金額に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）も無いことから、保険料の納付状況が不明で

ある。 

  また、申立期間④については、Ｄ市の国民年金被保険者名簿の昭和 62 年度



及び 63 年度の納付記録欄に「拒否」との記載が確認できることから、申立期

間④の国民年金保険料を納付していたとは考え難い。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。  

 



 

埼玉国民年金 事案 2154 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの期間、57 年４月から同年５月まで

の期間、60年２月から 61年 11月までの期間及び 62年６月から 63年 11月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：   

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年１月から同年３月まで 

②  昭和 57年４月から同年５月 

③ 昭和 60年２月から 61年 11月まで 

④ 昭和 62年６月から 63年 11月まで 

    申立期間については、いずれも厚生年金保険加入期間の狭間の期間であるが、

市役所等で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、国民年金保険料を

納付しているはずであり、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人夫婦は、昭和 50 年４月ころ、Ａ市に転入した

際に夫婦で国民年金に加入し、申立期間①の国民年金保険料をさかのぼって納

付したとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿及び 52 年に同市から転出

したＢ村(現在は、Ｃ市)の国民年金保険料検認記録から、申立人夫婦が国民年

金に加入したのは 52 年６月ころと推認され、当該加入時点では、申立期間①

は時効により納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間②、③及び④については、申立人夫婦の国民年金保険料の納付時期

及び納付金額に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）も無いことから、保険料の納付状況が不明で

ある。 

  また、申立期間④については、Ｄ市の国民年金被保険者名簿の昭和 62 年度



及び 63 年度の納付記録欄に「拒否」との記載が確認できることから、申立期

間④の国民年金保険料を納付していたとは考え難い。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。  



埼玉国民年金 事案 2155 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年４月から 48年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 48年３月まで 

    申立期間当時の住居地で納税組合の役員をしていた遠縁の方が、私の国民年

金の加入手続をし、申立期間の保険料は、その方が集金に来て納税組合を通し

て納付したはずであり、申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時の住居地であったＡ市Ｂ地のＣ納税組合の遠縁であっ

た役員が国民年金の加入手続をし、国民年金保険料は、当該納税組合を通して納

付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和

49 年１月の時点では、申立期間の保険料は特例納付及び過年度納付によりさか

のぼって納付する期間となるが、申立人は保険料をさかのぼって納付した記憶は

無いとしており、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当たら

ない。 

   また、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の集金をしたとする当該納税組

合役員は既に他界しており、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）も無いことから、当時の国民年金の加入状況、

保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人のＡ市の国民年金被保険者名簿には、申立期間当時の住居地で

あるＢ地の記載が無いことから、申立期間当時、申立人が国民年金への加入手続

を済ませていたことが確認できず、申立期間後に転居したＣ地の記載が確認でき

るものの申立期間の保険料を納付したことは推認できない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1303 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 33 年３月 20 日から 37 年 11 月 29 日まで 

             ② 昭和 38 年１月５日から 42 年 12 月 20 日まで 

    社会保険庁の記録では、申立期間の脱退手当金を受領したことになって

いるが、私は脱退手当金の制度を知らなかったし、請求をしたことも、

受給したことも無い。申立期間の厚生年金保険加入記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁が保管するＡ株式会社の厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人に脱退手当金を支給したことを意味する表示が記されているとともに、申

立期間の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

また、申立人と同時期に勤務した女性の脱退手当金支給記録を調査した結

果、７名がＡ株式会社を退職後に脱退手当金を受領しており、そのうち、連

絡先が判明した２名は、当該会社退職時に、会社から脱退手当金の説明があ

ったと述べているほか、脱退手当金を受給していない者２名も退職時に会社

から脱退手当金の説明があったと述べていることを踏まえると、Ａ株式会社

では、委任に基づき脱退手当金の代理請求を行っていた可能性が高いものと

考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1304 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成６年 11 月１日から７年 12 月 26 日まで 

    社会保険庁の記録によると、平成６年 11 月１日から７年 12 月 26 日ま

での標準報酬月額は９万 8,000 円となっているが、誤りであると思うの

で、当該期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録では、申立人が代表者を務めていたＡ株式会社は、平成

７年 12 月 26 日に厚生年金保険を全喪しており、同日付けで申立人及び取締

役一人の６年 11 月から７年 11 月までの記録が訂正され、申立人に係る標準

報酬月額は 41 万円から９万 8，000 円に遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが

確認できる。 

   しかしながら、申立人は申立期間当時に厚生年金保険料を滞納していたこ

と、及び減額訂正処理を自ら行ったことを認めている。 

   これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負って

いる代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為につい

て責任を負うべきであり、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら、

当該減額処理が有効なものではないと主張することは信義則上妥当ではなく、

申立期間における、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1305 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 39 年６月 27 日から同年 11 月１日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ株式会社での厚生年金保険加入期間は３か月

のみとなっており、申立期間５か月が欠落している。申立期間においても

厚生年金保険に加入していたと思うので、被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と同時期に勤務した同僚の供述から判断すると、申立人がＡ株式会

社に勤務していたことがうかがわれる。 

しかしながら、社会保険庁の記録から、Ａ株式会社は申立期間の一部に

係る昭和 39 年８月 26 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっているこ

とが確認できる。 

   また、Ａ株式会社は既に廃業し、当時の代表者も亡くなっていることから、

申立人の勤務実態や厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、当時の同僚２名は、申立人は工員として勤務はしていたが、勤

務期間は不明であると供述している。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されて

いたことについての具体的な記憶が無く、申立期間において厚生年金保険

料を事業主より給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の

資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1307 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録につ

いては、訂正する必要は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13 年 12 月から 15 年４月まで 

社会保険庁の記録では、申立期間に係る標準報酬月額は 20 万円だが、

実際の給与はもっと受け取っていた。給与支給明細書の金額と社会保険

庁の記録が相違している。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

申立人提出の申立期間に係る給与支給明細書上の報酬額及び厚生年金保険

料を基に算出した標準報酬月額は、社会保険庁の記録上の標準報酬月額を

上回っていないことから、社会保険庁の当該記録を訂正する必要性は認め

られない。 

なお、申立期間当時勤務していた有限会社Ａは、現在事業活動を行ってお

らず、申立期間当時の事業主からも申立期間の標準報酬月額に関して確認す

ることはできなかった。 

 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1308 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 33 年８月 28 日から 34 年６月１日まで 

             ② 昭和 36 年１月 31 日から 39 年４月１日まで 

    昭和 32 年４月にＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）に入社し、Ｂ株式

会社の関連会社を平成６年４月に退社するまで継続して勤務していたに

もかかわらず、Ａ株式会社における厚生年金保険加入記録に欠落がある。

申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

両申立期間について、申立人提出の永年勤続表彰状及びＡ株式会社におい

て、申立人の被保険者記録がある３事業所（Ｃ区Ｄ地所在、Ｅ区Ｆ地所在及

びＧ区Ｈ地所在）に勤務していた同僚の供述等により、申立人が申立期間当

時、同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｂ株式会社では当時の厚生年金保険の適用に関する書類を

保存していないとしており、当時の事業主も既に亡くなっている上、当時の

同僚からも申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、具体的な供述を

得ることができなかった。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ株式会社の３事業所に係る事業所別

被保険者名簿によれば、申立人の被保険者記録は社会保険庁のオンライン記

録と一致し、同名簿において健康保険証番号に欠番も無い。 

加えて、申立期間①について、Ａ株式会社（Ｃ区Ｄ地所在）が厚生年金保

険の適用事業所でなくなった昭和 33 年 10 月 28 日から同社（Ｅ区Ｆ地所

在）が適用事業所となった同年 12 月１日までの間は、同社は適用事業所と



 

  

なっていない。 

   なお、申立期間①の前後に被保険者であったことが確認できる２事業所

（Ｃ区Ｄ地所在、Ｅ区Ｆ地所在）及び申立期間②の前後に被保険者であっ

たことが確認できる２事業所（Ｅ区Ｆ地所在、Ｇ区Ｈ地所在）においてそ

れぞれ氏名が確認できる同僚の被保険者資格得喪日をみると、厚生年金保

険の未加入期間がある同僚もみられ、当該同僚から当該期間における厚生

年金保険料が控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかったこ

とから、Ａ株式会社では、申立期間当時、すべての従業員について、雇用

している全期間を厚生年金保険に加入させる方針ではなかった可能性があ

る。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1309 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日  ： 昭和 19 年生 

住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 39 年４月１日から 40 年９月 30 日まで 

② 昭和 45 年１月から 46 年 12 月 31 日まで 

    申立期間①については、高校卒業時、株式会社Ａが配達員として勤労学

生を募集したのに応募し、Ａ社Ｂ所に住み込みで働いたが、厚生年金保険

の加入記録が無いので、当該期間を加入期間として認めてほしい。 

また、申立期間②については、 友人の紹介でＣ株式会社（現在は、Ｄ

株式会社）に入社し、Ｅ支店に配属され、昭和 46 年末に退職するまで約

２年間勤務したが、その間の加入記録が無いので、当該期間を加入期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ社Ｂ所が厚生年金保険適用事業所であった事実

は確認できず、当時の事業主の家族も、「同所は個人経営の販売店であり、

事業所として厚生年金保険に加入していなかった。」と供述している。 

また、Ａ社Ｂ所は既に廃業し、事業主も死亡していることから､申立人

が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていた事実を確認する

ことができない。 

さらに、申立人は当時の同僚の名前を記憶していないことから、申立人

の勤務実態や保険料の控除について供述を得ることができない。 

  加えて、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

  なお、Ａに係る社会保険庁のオンライン記録及び同社に関連するＦ会に

係る社会保険事務所が保管する事業所別被保険者名簿でも申立人の厚生年

金保険加入記録は確認できない。 



 

  

 

２ 申立期間②について、同僚の供述及び雇用保険加入記録により、申立人

が申立期間当時、Ｃ株式会社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｃ株式会社では、申立期間当時の厚生年金保険加入関係

資料を保存しておらず、事業主により給与から厚生年金保険料を控除され

ていた事実を確認することができない。 

また、社会保険事務所が保管するＣ株式会社に係る事業所別被保険者名

簿には申立期間②に申立人の氏名は確認できない上、Ｇ保険組合が保管す

る健康保険の加入者記録にも申立人の氏名は確認できない。 

ちなみに、申立人が氏名を挙げた同僚二人とも、申立事業所における厚

生年金保険加入記録は確認できない。 

さらに、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

３ このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1310 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成９年 11 月５日から 10 年 10 月 31 日まで 

    社会保険事務所によって申立期間のＡ株式会社での標準報酬月額を 59

万円から 30 万円に減額された。申立期間の標準報酬月額を 59 万円に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間当時、代表取締役を勤めていたＡ株式会社は、平成

10 年 10 月 31 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、同年 11 月

２日に申立人の９年 11 月から 10 年９月までの標準報酬月額が 59 万円から

30 万円に、遡及
そきゅう

して訂正されていることが社会保険庁の記録により確認で

きる。 

   一方、申立人は、申立期間当時、Ａ株式会社の経理担当者から社会保険料

の滞納について報告を受けたとしている。 

また、申立人は標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理については聞いていないとし

ているが、社会保険事務所提出のＡ株式会社に係る平成 10 年度滞納処分票

では、同社の経理担当者から、同年 11 月２日に同年 10 月 31 日付けの資格

喪失届が社会保険事務所に提出された記録があり、社会保険庁の記録でも、

同年 11 月２日に申立人を含め被保険者全員の資格喪失処理がなされ、健康

保険証が返納されていることも確認できる。さらに、同処分票では 13 年３

月１日に、申立人が社会保険事務所へ保険料の納付時期について相談した記

録も確認できることから、当該標準報酬月額訂正処理等については、会社の

業務としてなされた行為であり、申立人は、同社の代表取締役であることか

ら、知り得なかったとは考え難い。 

   これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負った



 

  

代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為については

責任を負うべきであり、標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理について承知していな

がら、当該標準報酬月額の減額処理が有効なものではないと主張することは、

信義則上妥当でなく、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る

記録の訂正を認めることはできない。 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1312 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年３月 26 日から 29 年７月１日まで 

             ② 昭和 29 年７月１日から 35 年３月 27 日まで 

    社会保険庁の記録によると、Ａ株式会社に勤務した申立期間については、

脱退手当金が支払われていることになっているが、受け取った覚えが無

いので、この期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   昭和 31 年から 38 年までの期間にＡ株式会社を退職した女性の脱退手当金

の支給記録を確認したところ、受給資格のある 57 名のうち 33 名について退

職後６か月以内に脱退手当金が支給されているとともに、申立人と同時期に

退職した同僚女性から「退職時に脱退手当金を現金で受け取った。脱退手当

金の説明を受け、請求手続は会社がしてくれたように思う。」との証言が得

られたことを踏まえると、申立人についても、その委任に基づき事業主によ

る代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   また、旧台帳には、脱退手当金支給日前の昭和 35 年６月２日にＢ（当

時）が管轄社会保険事務所に対して申立人の標準報酬月額等の回答を行った

ことが記録されており、脱退手当金裁定のために記録照会及び回答が行われ

たことが確認できる上、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無

く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約６か月後の同年９月 10

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても脱退手当金を請求・受給した記憶が無いと

いうほかに、申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立



 

  

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1315 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 47 年７月２日から 48 年４月 17 日まで 

 私は、Ａ区Ｂ地にあるＣ事務所に昭和 47 年７月２日から 48 年４月 17

日まで勤務し、事務の仕事をしていたが、この間の厚生年金保険の記録

が無い。何十年も前のことなので記憶は無いが、唯一、昭和 48 年分給与

所得の源泉徴収票があり、社会保険料を支払っていることが確認できる

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間において、当該事業所に勤務していたことは、源泉徴収

票、雇用保険の加入記録及び事業主の供述から期間の特定はできないものの、

推認できる。 

しかし、事業主は、「当該事業所は、Ｄ健康保険組合に加入しており、

雇用保険等には加入しているものの、厚生年金保険には加入しておらず、

保険料も控除していない」と供述しているほか、同僚照会に関しては所在

不明で供述を得られないが、社会保険事務所のオンライン記録でも当該事

業所が厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

なお、申立人が所持する昭和 48 年分給与所得の源泉徴収票によると、途

中入退社の記録が無く１年間の勤務がうかがわれ、社会保険料２万 4,395

円については当時の保険料（料率）に基づき試算したところ、雇用保険料

5,460 円、国民年金保険料 4,950 円であり、残った１万 3,985 円はＤ健康

保険料又はＥ市国民健康保険料と考えるのが妥当である。 

また、社会保険事務所のオンライン記録によると、申立人は、昭和 48 年

４月から平成 18 年 11 月まで国民年金保険料を納付していることが確認で

きる。 



 

  

さらに、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除に

ついては、申立人に明確な記憶が無く、給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたことが確認できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

    



 

  

埼玉厚生年金 事案 1316 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 53 年 10 月１日から 54 年９月 30 日まで 

 申立期間中は、Ａ株式会社に在籍出向したことから、従前より給与が

下がるため親会社(Ｂ株式会社)から差額を受けたが、社会保険事務所の

データによると、従来の標準報酬月額より低くなっているので調べて訂

正して欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社の給与レベルは、親会社のＢ株式会社より低かったので、Ｂ株

式会社の給与との差額は別途、親会社から支給される方式であった。申立人

から提出のあった、Ａ株式会社(Ｂ株式会社と株式会社Ｃとの合弁会社で、

本業としての資源に代わる事業の開発のためＡ株式会社を立ち上げた。)を

支払者とする源泉徴収票とＢ株式会社を支払者とする源泉徴収票のうち、申

立期間(昭和 53 年及び 54 年分)に係るＢを支払者とするものには、支払金額

と源泉徴収税額の記載はあるものの、社会保険料の金額欄に記載が無いこと

を確認できる。この件につき事業所照会をするが、回答を得られなかった。 

そこで、年間支払額のわかる昭和 54 年分の源泉徴収票から社会保険料控

除額について、社会保険事務所の記録上の標準報酬月額から算定した社会

保険料額及び雇用保険料額（共に本人負担額）並びに申立人の妻の国民年

金保険料納付額の合計額と比較したところ、おおむね一致していることが

認められた。 

本来、２以上の事業所から報酬を受けた場合は、社会保険事務所に「健

康保険・厚生年金保険被保険者所属選択・二以上事業所勤務届」を提出し、

Ｂ株式会社の報酬とＡ株式会社の報酬の合計額を届け出なければならない



 

  

ところ、Ａ株式会社の報酬のみで健康保険・厚生年金保険資格取得届を提

出したものと推認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1317 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 43 年６月１日から 45 年４月 28 日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を確認したところ、有限会社

Ａに勤務していた申立期間において、１月あたり 12 万円から 15 万円ほど

収入はあったところ、社会保険庁の記録では標準報酬月額が３万 4,000 円

から４万 8,000 円となっていた。当時の収入と標準報酬月額に極端な差が

あると考えるので、調査の上、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間について、申立人が主張する厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書、所得税源泉徴収票等の資

料が無いほか、申立期間における有限会社Ａの人事記録、給与支払簿等の資

料も事業所解散のため保存されておらず、申立内容を裏付ける事実を確認す

ることができない。 

   また、有限会社Ａにおける申立人の標準報酬月額の記録は、同社の賃金水

準や同僚の記録と比べても妥当であると考えられ、事業主の標準報酬月額の

記録、当時の厚生年金保険の標準報酬月額上限額の規定などからも、申立人

の標準報酬月額が低く記録されている事実がうかがえる周辺事情、関連資料

は無い。 

さらに、社会保険事務所保管の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記

録も社会保険庁の記録どおりの標準報酬月額となっていることが確認でき

る。 

加えて、申立人は、申立期間の収入は一般の会社員の倍近くあったと申

し出ているが、それを裏付ける資料や同僚などの供述は無い。 



 

  

なお、申立期間当時の標準報酬月額の最高額は、昭和 44 年 10 月までは

６万円、同年 11 月から 46 年 10 月までは 10 万円である。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立期間において、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1318 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 47 年 11 月１日から 48 年５月１日まで 

    私はＡ株式会社に昭和 47 年 11 月１日から 48 年７月１日まで正社員の

事務職として勤務をしていたが、厚生年金保険の記録は同年５月１日の資

格取得となっており、加入期間の記録が２か月しかない。このため申立期

間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ株式会社に勤務していたと主張しているところ、

雇用保険の加入記録によると昭和 48 年４月１日から加入となっていること

が確認できることから、同社に同日から勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ株式会社は昭和 59 年に倒産しており、当時の資料の保存がな

されていないことから、申立人の申立内容を確認できる資料を得ることがで

きない上、事業主は既に死亡しているため供述を得ることができなかった。 

さらに、申立人が記憶している当時の上司や同僚を含む 10 人に照会した

ところ､申立人が同社に勤務していたことは供述しているものの､勤務期間及

び厚生年金保険の加入状況等については不明であるとしている。 

なお、同僚照会回答の中に本人自身１か月の試用期間があるとともに、他

に２か月から３か月の試用期間があったようだと供述している同僚がいるほ

か、申立人が事務を引継いだとしている前任者及び同僚３人については、社

会保険事務所の厚生年金保険被保険者名簿では氏名を確認できず、健康保険

番号に欠番も無いことから、同社では必ずしも従業員全員を厚生年金保険に

加入させていたわけではないことがうかがわれる。 

加えて、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を控除されていたこと



 

  

を確認できる給与明細等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1319 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生  年  月  日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   ：  昭和 45 年９月３日から 46 年 10 月１日まで 

   昭和 45 年９月３日から同年９月 27 日までは株式会社ＡとＢ株式会社、

45 年９月 27 日から 46 年 10 月１日までは株式会社Ａと株式会社Ｃのそれ

ぞれ２つの事業所から重複して厚生年金保険料を徴収されたが、厚生年金

保険の被保険者期間としては１事業所分のみが対象となり、他の事業所分

については計算から省かれている。また、厚生年金保険の保険料は、当該

１事業所分で最高となっていたので、年金額に合算もされていない。 

当該重複していた期間の分を厚生年金保険の被保険者期間に加算するか、

又は重複して徴収した厚生年金保険料を返却してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち昭和 45 年９月３日から同年９月 27 日までの期間について、

Ｂ株式会社の代表者は、当時の資料が無く短期間のことでもあるため確認

できないとしており、同僚も当時の勤務については不明としているが、申

立人は、同社に勤務していたとしている。 

また、雇用保険の被保険者記録により、申立人が、昭和 45 年９月 27 日

から 50 年４月 20 日まで株式会社Ｃに継続して勤務していることが確認で

きる。 

さらに、申立期間のうち昭和 45 年９月３日から 46 年 10 月１日までの期

間について、株式会社Ａの代表者は、「申立人は実際の勤務はしていなか

ったものの在籍はしており、厚生年金保険料を給与から控除していた」と

供述している。このことは同社が提出した給与支給明細表から確認できる。 

加えて、上述の各事業所の勤務実態及び社会保険庁の記録から、当該申



 

  

立期間において申立人は２事業所に重複して勤務し、当該期間の厚生年金

保険料も２事業所から重複して徴収されていることが確認できる。 

しかしながら、２以上の適用事業所に同時に勤務する場合は、厚生年金

保険法施行規則第２条の規定に基づき、社会保険事務所に対して「２以上

事業所勤務届」の提出が必要である。当該届出により、保険料の徴収は複

数事業所から按分して徴収し、これにより同一月の重複に係る厚生年金保

険の被保険者期間は１か月として計算されることとなっており、法律上、

同一月の重複に係る被保険者期間を合算する規定は存在しない。なお、申

立人に係る「２以上事業所勤務届」が提出されていることを証明する資料

は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1320 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生  年  月  日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   ：  昭和 44 年９月 10 日から 45 年５月２日まで 

   私はＡ株式会社に昭和 43 年１月 27 日から 46 年 12 月 26 日まで間違い

なく事務員として継続して勤務していた。しかし、社会保険庁の厚生年金

保険の加入記録を見ると、昭和 44 年９月 10 日から 45 年５月２日までが

被保険者期間とされていないので、調査の上、当該期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社Ｂ工場の当時の工場長によれば、申立人は同工場に勤務して

はいたが、申立期間における勤務については不明としており、他の同僚か

らも申立人の申立期間に係る勤務を確認できなかった。 

また、申立期間のうち昭和 44 年９月 10 日を除いては雇用保険の加入記

録は無く、社会保険事務所と公共職業安定所において、被保険者資格の取

得及び喪失に係る処理を同じように誤るとは考え難い。 

なお、健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書及び厚生年金

基金加入員資格取得届（設立時用）によって、申立人は昭和 44 年９月 10

日にＡ株式会社における厚生年金保険被保険者資格を喪失し、その後 45 年

５月２日に当該事業所で再度資格取得していることが確認できるが、これ

らのことは社会保険庁が保持する被保険者原票及びオンライン記録とも一

致している。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 



 

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1321 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 47 年１月１日から 56 年 11 月１日まで 

    私は、昭和 47 年１月ころ、以前から仕事の関係で知っていた社長の薦

めでＡ株式会社に入社し、57 年８月まで勤務した。社会保険庁の厚生年

金保険の被保険者記録では、56 年 11 月１日からとなっているが、同日以

前から同社に勤務しており、保険料を控除されていた記憶があるので、申

立期間について厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、Ａ株式会社に正社員として勤務していたと

申し立てているが、同時期に入社した同僚及び元事業主は、申立人は入社時

において正社員ではなく、厚生年金保険の被保険者資格を取得するまで、請

負であったと供述している上、申立人の雇用保険の加入記録は昭和 52 年４

月１日から 57 年８月 25 日までとなっており、この期間については同社に勤

務していたことがうかがえるものの、Ａ株式会社は既に解散し、元事業主は、

申立期間当時における申立人の勤務実態及び保険料の控除について確認でき

る資料等を保管していない。 

     また、社会保険庁の記録により、申立人と同時期に入社した同僚も、申立

人とほぼ同時期に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認で

きる上、申立期間においては、国民年金の被保険者として保険料を納付して

いることを確認できる。 

さらに、申立人も申立期間において、国民年金に加入し、申立期間 118

月のうち、昭和 50 年度、52 年度及び昭和 56 年７月から同年 10 月までの

期間を除く 90 月について被保険者として保険料を納付していることが確認

できる。 



 

  

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1322 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 47 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、株式会社Ａに勤務し

た期間が昭和 47 年 10 月 31 日までとなっている。姉の結婚式が同年 11 月

７日にあり、有給休暇を取って出席した記憶があるので、同年 11 月末ま

では勤務していたはずである。申立期間を被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は申立期間について株式会社Ａに勤務していたと主張しているが、

同社はすべての給与明細書（賃金台帳。以下同じ。）を保管しており、事業

主から提出された給与明細書において申立人については、昭和 47 年 10 月分

までの記載はあるものの同年 11 月分以降は記載が無いことから、同年 11 月

における勤務及び同年 11 月の給与支給は無いことが確認できる。 

   また、申立人提出の昭和 47 年度の「給与支払報告書特別徴収にかかる給

与所得者異動届出書」に記載された市県民税の徴収済月数及び徴収済額は、

昭和 47 年 10 月分までの給与から控除されていた額と一致していることが確

認できる。 

   さらに厚生年金基金における資格喪失日（離職日の翌日）、雇用保険被保

険者記録の離職日も社会保険庁の厚生年金保険被保険者記録と合致している

ことが確認できる。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1323 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女                             

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和３年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年ごろから 47 年ごろまで                

              ② 昭和 55 年ごろから 57 年ごろまで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、両申立期間について

厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所からも

らった。 

申立期間①は、Ａ区Ｂ地のＣ社で、申立期間②は、Ｄ区のＥ株式会社

でそれぞれ勤務していたので、両申立期間について厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の加入記録及び当時の事業主の妻（元

役員）の供述により、昭和 45 年５月 21 日から 47 年２月 20 日まで、申立

人がＣ株式会社に勤務していたことが認められるが、社会保険庁のオンラ

イン記録及び社会保険事務所の適用事業所名簿では、当該事業所が厚生年

金保険の適用事業所になっていることが確認できない。 

また、申立期間①に係る申立人の厚生年金保険の適用について、事業主

に照会したが、申立人が勤務したとされる期間は厚生年金保険の適用事業

所ではなかったと供述している。 

さらに、当時の事業主及びその妻（元役員）は、申立期間①当時は国民

年金に加入していたことが社会保険庁のオンライン記録から確認できる。 

加えて、当時の事業主は既に死亡しており、同僚の供述も得られず、申

立内容を確認できる関連資料及び周辺事情を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 



 

  

申立期間②については、雇用保険の加入記録が無く、社会保険庁のオン

ライン記録及び社会保険事務所の適用事業所名簿から、Ｄ区に所在したＥ

株式会社という名称の厚生年金保険の適用事業所を確認することができな

い。 

  また、Ｄ区に所在したＥ株式会社は既に解散しており、法務局の商業登記

簿上の住所には元事業主は居住せず、申立人の記憶によると当該事業所は、

Ｆ社の下請工事を請け負っていたとのことから、Ｆ株式会社に照会したがＥ

株式会社の元事業主に連絡がとれる資料は存在しなかった。 

さらに、申立人は同僚の氏名を記憶していないことから、申立内容を確

認できる供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1324 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年 11 月１日から 39 年３月 31 日まで 

    私は有限会社Ａ(事業所の名称は、申立期間中にＢ株式会社となり、更

にＣ株式会社に変更している。)に、昭和 33 年 11 月１日から 39 年３月

31 日まで継続して勤務していたが、定年になる平成 10 年２月ごろに年金

記録を確認したところ、申立期間の厚生年金保険の記録が無いことが判明

した。記憶している同僚については被保険者となっているので、申立期間

について被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時の複数人の同僚の名前を記憶しており、元同僚からも申立

人が勤務していたとの供述が得られたこと、また、Ｄ組合Ｅ支部からの表彰

状において、申立期間のうち入退社日の特定はできないものの、３年間をＣ

株式会社で勤務したことが推認できる。 

しかし、社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者名簿

では、当該事業所が適用事業所となった昭和 28 年 10 月１日から 39 年２月

１日まで欠番は無く、この間において申立人の厚生年金保険の加入記録は

無い。 

   さらに、元同僚の中には被保険者期間が勤務期間の一部のみの者がいるほ

か、申立人及び元同僚が名前を挙げた 31 人の同僚のうち、被保険者として

の記録の無い者が約半数に当たる 15 人を占めており、当該事業所において

は従業員全員が厚生年金保険に加入していたものではないことがうかがえる。 

   加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人について申立てに係る事実を確認できる関連資料及び



 

  

周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1325 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 (死亡) 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 19 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 37 年 10 月 11 日から 39 年 12 月１日まで 

(事業所名不明) 

                  ② 昭和 45 年 11 月から 46 年８月まで 

(事業所名不明) 

         ③ 昭和 51 年７月１日から 52 年１月まで 

(事業所名不明) 

厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について厚

生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所からもら

った。厚生年金保険に重複して加入している期間が沢山ありながら、加入

していない期間があるとは思えない。これら申立期間については、建築又

は土木関係の事業所に勤務していたはずであるので、被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

    (注) 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、既に死亡しているため、すべての申立期間に係る勤務した事業

所名を確認することはできず、今回申立てを行った申立人の妻もこれらの事

業所名を記憶していない。また、これら事業所名を記録した資料も無く、建

築又は土木関係の事業所に勤務していたと主張するのみで、事業主及び同僚

の氏名の記憶も無いことから、勤務したとする事業所及び同僚に対する照会

及び調査確認を行うことができなかった。 

さらに、申立人が厚生年金保険に加入していた複数の事業所に対して、申

立人の履歴書等が保管されていないか照会したが、いずれの事業所も保管し

 



 

  

てないとの回答であり、すべての申立期間に係る事業所名を確認することが

できなかった。 

   なお、申立人が厚生年金保険に重複して加入していた期間については、６

事業所で合計 34 月あることが社会保険庁の記録から確認できるほか、重複

して被保険者となっていた期間については、適正に標準報酬月額の合算処理

が行われていることが確認できる。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を各事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1326  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所  ：    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成３年７月１日から４年 10 月 21 日まで 

Ａ株式会社において平成５年１月の訂正処理で、３年７月から４年 10

月までの標準報酬月額が、 遡
さかのぼ

って 68 万円から９万 2,000 円に引き下げ

られているのはおかしいので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、Ａ株式会社は、平成４年 10 月 21 日に厚生年金保

険の適用事業所ではなくなっており、また、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額については、５年１月７日付けで３年７月から４年 10 月までの 15 か

月間を 68 万円から９万 2,000 円に遡及
そきゅう

して減額訂正処理されていることが

確認できる。   

 一方、社会保険庁が保管する事業所別被保険者名簿及び申立人の家族の供

述により、申立期間に係る標準報酬月額の記録の減額処理が行われた当時、

申立人は、Ａ株式会社の事業主であり、かつ代表取締役であることが確認で

きる。        

 また、申立人は、厚生年金保険料を滞納していたことを認めており、社会

保険事務所で申立人自身が直接担当職員に遡及
そきゅう

して保険料を減額訂正処理で

きるとの説明を受けた後、申立人自身の標準報酬月額の減額訂正処理に係る

届出を行ったと供述している。   

 これらの事実及び周辺事情を総合的に判断すると、申立期間に係る標準報

酬月額の減額処理時に代表取締役であった申立人が、自らの標準報酬月額の

減額訂正処理に関与しておきながら、当該処理が有効なものではないと主張

することは信義則上妥当でなく、申立期間について、厚生年金保険の標準報

酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 59 年４月から 61 年４月まで 

  昭和 59 年４月から 61 年４月までは、Ａ株式会社に勤務していた。申立

期間当時の給与明細書等を妻が保管していたが､平成 17 年５月 27 日に盗

難に遭い引き出しのものがバラバラになってしまい、ほとんどを捨ててし

まいました。申立期間は確かにＡ株式会社に勤務していたので、厚生年金

保険加入記録を調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社の事業主及び同僚の証言から、時期までは明らかではないが、

申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ株式会社は、申立人が同社に勤務したことを確認できる申立

期間当時の資料等を保有していないことなどから、申立人の申立期間の勤

務実態や厚生年金保険の加入状況等について確認することができないとし

ている。 

   また、申立人に係る、雇用保険の加入記録、健康保険の加入記録及びＢ年

金基金の加入記録も確認できない。 

さらに、申立人がＡ株式会社に提出した履歴書によると、昭和 47 年 12

月から 60 年７月までの期間及び 60 年９月から 61 年２月までの期間は、他

の事業所に勤務した記録が確認できるため、申立期間の大部分を当該事業

所に勤務したとは考え難い。 

加えて、申立人は、事業主により給与から厚生年金保険料が控除されて

いた具体的な記憶は無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、Ａ株式会社の事業主は、

申立人の履歴書から推認し、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料は納



 

  

付していないと供述しているが、当該事業所は賃金台帳等の資料を保管し

ていないため、保険料の納付については、不明であり、申立人は同僚の氏

名も記憶しておらず、同僚からの保険料の控除に係る供述を得ることもで

きなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

             



 

  

埼玉厚生年金 事案 1328  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年８月１日から 45 年４月１日まで 

Ａ株式会社に入社した昭和 40 年８月の給与額は約８万円、退社した

45 年３月の給与額は約 16 万円と記憶しているので、その間の標準報酬

月額を、当時の上限額である６万円又は 10 万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間にその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保

険料を、事業主により給与から控除されていたことを示す給与明細書等の

資料は無い。  

また、社会保険事務所の保管する申立期間に係るＡ株式会社の事業所別

被保険者名簿の記録は、オンラインの記録と一致しており、標準報酬月額

を訂正した跡も見当たらない上、申立人と同年代である複数の同僚の昭和

40 年当時の標準報酬月額は１万 6,000 円であるところ、そのうち一人は、

当時の給与額が１万 6,000 円だったと供述しており、44 年当時の標準報酬

月額が４万 2,000 円であるほかの一人については、提供された当時の離職

票の写しからその標準報酬月額の妥当性が確認できるとともに、44 年の大

卒初任給相場が３万 2,000 円程度であることから、申立人の 40 年８月及び

45 年３月の標準報酬月額の記録に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人は、Ａ株式会社に入社する直前の事業所における給与額

を約４万円と記憶しているが、社会保険事務所の記録による標準報酬月額

は１万 4,000 円であり、Ａ株式会社を退職した直後の事業所における給与

額を約 10 万円と記憶しているのに対して、標準報酬月額は３万 3,000 円で

あるところから、いずれにおいても、給与額の記憶と標準報酬月額の記録



 

  

との間には乖離がある。 

加えて、Ａ株式会社は、申立期間当時の資料は保管しておらず、申立内

容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を、事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1329 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 41 年 12 月１日から 47 年２月１日まで 

    最初のＡ株式会社を退職した際にはＢ地のＣ社会保険事務所に脱退手当

金を請求に行ったが、Ｄ株式会社を退職した際には脱退手当金を請求する

意志は無く将来年金として受け取るつもりだった。この結果に納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所が保管するＤ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿に脱退手当金の支給手続を示す「脱」に丸印がしてあり、同名簿の記録か

ら脱退手当金の支給決定が行われていることが確認できるとともに、申立期

間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保

険資格喪失日から約３か月後の昭和47年４月25日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても請求・受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1330 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和15年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32 年７月 10 日から 41 年 11 月 13 日まで 

    昭和 41 年の日曜日の夜に会社の工場が火災により全焼し、会社が事業

をやめてしまった。当時会社の寮に入っていたため仕方なくアパートを借

り再就職した。退職後、脱退手当金を請求した記憶も、受け取った記憶も

無い。なぜこのようになっているのか納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係るＡ株式会社の厚生年金保険健康保険被保険者名簿には、脱

退手当金を支給したことを意味する「脱」の印がある上、支給額に計算上の

誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約１か月後の昭和

41 年 12 月 26 日に支給決定されているなど一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

   また、申立人から聴取しても請求・受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1331 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年３月 12 日から 38 年９月 13 日まで 

         ② 昭和 39 年２月１日から 43 年１月 21 日まで 

社会保険事務所で確認したところ、有限会社Ａ及びＢ会の厚生年金保険

被保険者期間について脱退手当金を受け取ったことになっていたが、いず

れの会社を辞めた時も一時金を請求する手続はしなかった。両社で自分が

厚生年金保険に加入していたことは間違いなく、自分で脱退手当金を請求

したことも脱退手当金を受け取ったことも無いので、調査と記録の訂正を

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ会で申立人の資格喪失日前後５年以内に喪失した女性 10 名の脱退手当

金の支給記録を確認したところ、申立人を含め８名が資格喪失日から約４か

月以内に支給決定されている上、元同僚の１名は事業主が脱退手当金を代理

請求していたと証言していることを踏まえると、申立人についても、その委

任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   また、社会保険庁が保管する申立人の厚生年金保険被保険者名簿には脱退

手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されているととも

に、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険資格喪失日から約１か月半後の昭和 43 年３月８日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても請求・受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1335 

 

第１ 委員会の結論 

  申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：                            

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間  ： ① 昭和 28 年１月から同年 12 月 15 日まで 

           ② 昭和 32 年 11 月から 34 年４月 10 日まで 

           ③ 昭和 34 年５月から 35 年５月 25 日まで 

           ④ 昭和 36 年２月から 37 年６月１日まで 

           ⑤ 昭和 37 年９月 16 日から 39 年９月まで 

  申立期間①については、株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）が設立登

記されている以前から当該事業所で勤務していたが、社会保険庁の記録

では、昭和 28 年 12 月 15 日から厚生年金保険被保険者となっているこ

とに納得がいかない。 

申立期間②については、社会保険庁の記録では株式会社Ｃでの厚生年

金保険被保険者記録が全く無いということだが、Ａを辞めてすぐに当該

事業所に勤務した。１年６か月もの長期にわたり無職でいるはずがない。

厚生年金保険料は給与から控除されていた。 

申立期間③については、申立期間②の事業所を辞める時に、有限会社

Ｄへの就職が決まっていたので、昭和 34 年５月に当該事業所に入社し

た。 

申立期間④及び⑤については、社会保険庁の記録では、私の厚生年金

保険被保険者期間が３か月しかないが、私は有限会社Ｅで３年９か月働

いていた。 

すべての申立期間において厚生年金保険の被保険者であったので、加

入期間を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立期間①当時の取締役の供述により、期間の



 

  

特定はできないものの、申立人が申立期間①において、株式会社Ａに勤

務していたことはうかがえる。 

しかし、当時の事業主、経理担当者及び会計事務所の担当税理士も既

に他界しており、申立人の申立期間①に係る保険料控除の事実をうか

がわせる供述及び関連資料を得ることができない。 

また、申立人は、昭和 28 年１月から厚生年金保険料を控除されてい

たと主張するが、当該事業所は同年８月１日に厚生年金保険の適用事業

所となっていることから、同日以前は当該事業所は適用事業所ではない

ことが確認できる。 

さらに、前述の取締役によれば、申立期間①当時、当該事業所に試用

期間は無く、入社と同時に社員として採用した旨の供述を得られた上、

当該取締役及び申立人が記憶する３人の同僚のほか二人の同僚について

も調査したところ、一人からは自分の厚生年金保険被保険者記録も入社

年月日と違うが、それは会社が適用事業所になっていないから当然であ

るとし、また他の一人については自分も半年ほど入社年月日が違うとの

回答が得られたものの、いずれの同僚からも申立人の申立期間①に係る

厚生年金保険料が控除されたことをうかがわせる供述は得られなかった。 

加えて、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険

者名簿に記載されている申立人の被保険者資格取得日及び喪失日はオン

ライン記録とも一致している上、同名簿によると昭和 28 年８月１日か

ら同年 12 月 14 日までの間に被保険者資格を新規に取得した者の中に申

立人の氏名は確認できず、健康保険証番号の重複及び欠番も無い。 

 

２  申立期間②について、申立人が申立期間②に勤務していたと主張す

るＦ区に存在した株式会社Ｃは、Ｇ法務局Ｈ出張所の閉鎖登記簿謄本

に「昭和 43 年５月 14 日Ｉ地方裁判所より破産終結決定があった」旨

記されている上、当時の事業主は既に他界していることから、事業主

から申立人の申立期間②に係る勤務実態、厚生年金保険料控除の事実

をうかがわせる供述及び関連資料を得ることができない。 

また、申立人が挙げた同僚二人の氏名の記憶は名字のみであること

から該当者を特定できない上、社会保険事務所の厚生年金保険被保険

者記録のうち申立期間に係る当該両名字の被保険者は存在しないこと

から、当時の状況等について供述を得ることはできない。 

このほか、申立期間②に当該事業所において厚生年金保険被保険者

記録のある任意に抽出した同僚から、①入社後しばらくの間は見習期

間だったので、厚生年金保険料は控除されていないと思う、②給料が

少ないので厚生年金保険料を控除しないでほしいと事業主と労働者と

の間で騒ぎになり、自分も厚生年金保険の被保険者ではなくなった時



 

  

がある、などの供述が得られたが、申立人に係る申立期間②の勤務実

態、厚生年金保険料控除の事実をうかがわせる供述及び関連資料を得

ることはできなかった。 

さらに、申立人は申立期間当時、Ｆ区Ｊ地に存在した有限会社Ｋ

（申立期間当時はＬ所）に溶接作業のため出入りしていたと主張して

いるが、Ｇ法務局Ｈ出張所の履歴事項全部証明書から当該事業所は平

成８年６月１日に解散した事実が確認できる上、当該証明書から申立

人が記憶する代表取締役の氏名は確認できないことから、申立人に係

る申立期間②の勤務実態、厚生年金保険料控除の事実をうかがわせる

供述及び関連資料を得ることはできなかった。 

加えて、社会保険庁のオンライン記録からＭ区に申立事業所と同名

の会社が確認できたことから念のため調査したところ、申立期間②に

係る当該事業所の厚生年金保険被保険者名簿にも申立人の氏名は無く､

申立期間②当時の当該事業所で被保険者記録のある複数の者の供述か

らも申立期間②に係る申立人の勤務実態、厚生年金保険料控除の事実

をうかがわせる供述及び関連資料を得ることはできなかった。 

 

３  申立期間③について、当時の事業主は既に他界しており、社会保険

事務所の記録によると、有限会社Ｄも昭和 38 年７月１日に適用事業所

に該当しなくなっていることから、事業主から申立人の申立期間③に

係る保険料控除の事実をうかがわせる供述及び関連資料を得ることが

できない。 

また、申立人は、申立人の妻が昭和 34 年春にＮ地のＯに社員旅行に

行ったことがあり、その後に申立人が入社したことを記憶しているこ

と、及び男性社員だけで 35 年春にＰに花見に行った旨を主張している

が、任意に抽出した数名の当時の同僚からは当該事実をうかがわせる

供述は得られなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保

険者名簿によれば、昭和 34 年５月１日から 35 年５月 25 日までの間に

おいて厚生年金保険被保険者資格を新規に取得した者の中に申立人の

氏名は確認できず健康保険証番号の重複及び欠番も無い。 

このほか、同僚一人からは、入社しておおむね２か月くらい後から

厚生年金保険料控除があった記憶があるとの供述が得られたが、複数

の同僚から聴取しても、申立人の申立期間③の勤務実態及び厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかった。 

 

４    申立期間④及び⑤について、当時の事業主は既に他界している上、当

該事業所も適用事業所に該当しなくなっていることから、事業主から



 

  

申立人の当該期間に係る保険料控除の事実をうかがわせる供述及び関

連資料を得ることができない。 

また、申立人は、昭和 36 年２月から有限会社Ｅに勤務し、厚生年金

保険料を控除されていた旨主張するが、当該事業所は 37 年６月１日

に厚生年金保険適用事業所となっていることから、同年６月１日以前

は当該事業所は適用事業所ではないことが確認できるうえ、申立人が

記憶する同僚も他界しているほか、任意に抽出した３人の同僚等から

は、期間の特定はできないものの、申立人は独立したと聞いた記憶が

あるなどの供述は得られたが、申立期間④及び⑤に係る保険料控除の

事実をうかがわせる供述及び関連資料を得ることができなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者名簿に記

載されている申立人の被保険者資格取得日及び喪失日は、オンライン

記録とも一致しており、健康保険証番号の重複及び欠番も無い。 

 

５  なお、すべての申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情は無い。 

 

６  このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は

無い。 

 

７   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る

厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1336 

 

第１ 委員会の結論 

  申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：                            

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 33 年 12 月から 34 年 11 月１日まで 

  有限会社Ａに申立期間勤務していたが、社会保険庁の記録によれば、

昭和 34 年 11 月１日から当該事業所の厚生年金保険被保険者となってい

ることに納得がいかない。申立期間当時、私も生活が大変であったので、

朝８時から夜９時まで残業して頑張っていた。厚生年金保険の記録の訂

正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の同僚の供述により、期間の特定はできないものの、申立人が申

立期間において、有限会社Ａに勤務していたことはうかがえる。 

しかし、当該事業所は既に適用事業所に該当しなくなっており、事業主

も他界していることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除

の事実をうかがわせる供述及び関連資料を得ることができない。 

また、申立人は、昭和 34 年春にＢ地のＣに社員旅行に行ったことがあ

る旨主張しているが、任意に抽出した数名の当時の同僚からは、当該事

実をうかがわせる供述は得られなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険

者名簿によれば、申立期間において、厚生年金保険被保険者資格を新規

に取得した者の中に申立人の氏名は確認できず、健康保険証番号の重複

及び欠番も無い。 

このほか、同僚一人からは、入社しておおむね２か月くらい後から厚

生年金保険料控除があった記憶があるとの供述は得られたものの、複数

の同僚から聴取しても、申立人の申立期間の勤務実態及び厚生年金保険

料が控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかった。 



 

  

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料

は無く、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1337 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年６月 30 日から 53 年４月１日まで 

    Ａ株式会社（Ｂ株式会社）にリース契約でタクシー乗務員として勤めて

いたが、年金の記録が無かった。厚生年金保険料はリース契約込みで月１

万円控除されていた。調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社（同一敷地内で申立期間内に厚生年金保険を新規適用となっ

たＢ株式会社を含む。以下同じ。）の同僚の供述から、申立人が、同社に

勤務していたことは推認でき、申立人が１か月 13 万円のリース方式で勤務

し、リース料のうち１万円が社会保険料であったとする主張も、同僚の供

述と一致する。 

しかしながら、Ａ株式会社は昭和 59 年 12 月２日に解散し、社会保険関

係の資料は無く、当時の代表者及び役員も所在不明又は亡くなっており、

リース料から控除されていたとする１万円が、厚生年金保険の保険料であ

ったか否かは確認できない。 

また、社会保険事務所が保管するＡ株式会社の事業所別被保険者名簿に

は、申立人の被保険者記録は無く、さらに、同名簿の表紙部分には、「運

転者については、リース形式の者は使用関係がないと判断する」との記載

があることから、同社はリース形式の者については使用関係がないとして

厚生年金保険料を控除していなかったものとうかがえる。 

加えて、申立期間に係る申立人の雇用保険の被保険者記録は無く、健康

保険組合も平成 18 年に解散し、詳細を確認することができない上、申立期

間に係る厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等

の資料も無い。 



 

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。        



 

  

埼玉厚生年金 事案 1341 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 43 年４月２日から 45 年８月 20 日まで 

申立期間はＡ株式会社Ｂ営業所に勤務していた。給料は売上げの出来高

による歩合制であったが、社員として勤務していたはずなので、申立期間

において厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する当時の日記により、期間は特定できないものの、申立人

が申立事業所（現在は、Ｃ株式会社及びＤ株式会社）Ｂ営業所に勤務してい

たことはうかがえる。 

しかし、Ｃ株式会社及びＤ株式会社に照会したところ、両社ともに、それ

ぞれの会社の厚生年金保険資格取得及び資格喪失台帳に申立人の氏名は無く、

ほかに勤務していたことをうかがわせるような記録や資料は無いと回答して

いる。 

また、申立期間において雇用保険の加入記録が無い上、社会保険庁の記録

による厚生年金保険加入記録も確認できない。 

さらに、同僚について調査したところ、申立事業所のＢ営業所は厚生年金

保険の適用事業所に該当が無く、当該事業所の厚生年金保険は本社が一括し

て適用していたことから、申立てに係る営業所を特定することができず、申

立人が記憶している同僚は、苗字のみで、名前、生年月日が不明であること

から、特定することができなかった。 

加えて、申立人が、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 



 

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1343 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録につい

ては、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成５年 11 月１日から６年 10 月６日まで 

    社会保険庁からの連絡により、平成５年 11 月１日から６年 10 月６日ま

での期間に係る標準報酬月額が、同年 10 月 14 日に実際の給料より低い報

酬額に訂正されていることが分かったので、訂正前の報酬額に戻してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、申立人が専務取締役を勤めていたＡ株式会社は、

平成６年 10 月６日に適用事業所に該当しなくなっているところ、同年 10 月

14 日付けで５年 11 月から６年９月までの申立人に係る標準報酬月額が 53

万円から８万円に、合理的理由がなく遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認で

きる。 

しかしながら、申立人は、「自分は社会保険事務所からの指導を受け、同

社の専務取締役として厚生年金保険料の滞納の責任を取り、平成５年 11 月

から６年９月までの期間について、自らの標準報酬月額の減額処理に同意し

た」と供述していることから、申立人は、専務取締役として当該減額処理に

係る事業所の意思決定について一定の責任を有していたと認められる。 

   これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負って

いる専務取締役であった申立人は、会社の業務としてなされた当該行為につ

いて責任を負うべきであり、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら、

当該減額処理が有効なものでないと主張することは信義則上妥当でなく、申

立人の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできな

い。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1344 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 24 年 11 月１日から 25 年４月１日まで 

             ② 昭和 29 年 12 月１日から 30 年５月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申

立期間①については、Ａ職としてＢ所で、申立期間②については、Ｃ職員

としてＤ所Ｅ部又はＦ所にて勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険

に加入した記録が無い旨の回答があった。どちらの申立期間についても勤

務していたので、申立期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、社会保険事務所が保管するＢ所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に記載された申立人の資格取得日及び資格喪失日

は、社会保険庁のオンライン記録と一致している上、申立期間①に係る申

立人の氏名が無く、健康保険の整理番号に欠番が無いことを確認すること

ができる。 

また、Ｇ局は、同局が保管する記録の中に勤務記録はあるものの、申立

期間①に係る勤務記録は無いとしているなど、申立てに係る事実を確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

さらに、Ｈ保険組合は、保存期間満了により、既に資料を廃棄しており、

加入の事実は確認できないとしている。 

    加えて、同僚の供述等も得ることができない上、申立人が、申立期間①

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認

できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 



 

  

２ 申立期間②について、社会保険事務所が保管するＤ所Ｅ部に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿及びＦ所に係る厚生年金保険被保険者記録

（旧台帳）に記載された申立人の資格取得日及び資格喪失日は、社会保険

庁のオンライン記録と一致している上、申立期間②に係る申立人の氏名が

無く、健康保険の整理番号にも欠番が無いことが確認できる。 

また、Ｇ局は、同局が保管する記録の中に勤務記録はあるものの、申立

期間②に係る勤務記録は無いとしているなど、申立てに係る事実を確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

さらに、Ｈ保険組合は、保存期間満了により、既に資料を廃棄しており、

加入の事実は確認できないとしている。 

  加えて、社会保険事務所が保管する「Ｉ」（Ｊ部）の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿により、申立期間②に係る申立人と同姓同名で生年月日

が同一の記録が確認できるが、当該被保険者名簿の厚生年金保険の記号番

号欄には、「健保のみ」の記載があり、昭和 27 年４月１日に健康保険の

みの適用事業所となったことが確認できる。 

  このほか、同僚の供述等も得ることができない上、申立人が申立期間②

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認

できる給与明細書等の関係資料も無い。 

 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1345 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 53 年 11 月 30 日から 55 年まで 

             ② 昭和 56 年から 58 年まで 

    申立期間①は２年数か月Ａ株式会社に在籍し、申立期間②は株式会社Ｂ

に約２年在籍して、社会保険に加入していたので、両申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①については、社会保険事務所が保管する、Ａ株式会社の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の資格取得日及び資格喪失日

は、社会保険庁のオンライン記録と一致している。 

また、Ａ株式会社は平成元年６月 30 日に解散しているため、当時の資

料等は保存されておらず、事業主の所在を確認できない上、申立期間①当

時の取締役はすべて死亡していることから、申立人が申立期間①に厚生年

金保険料を控除されていたことを確認することができない。 

さらに、公共職業安定所の記録によると、Ａ株式会社に係る雇用保険の

離職日は、昭和 53 年 11 月 20 日であり、雇用保険の失業給付の手続を行

っていることが確認できる。 

なお、複数の同僚が社会保険庁のオンライン記録よりも長くＡ株式会社

に勤務した記憶があると供述しているが、同社は昭和 54 年１月 26 日に社

会保険の適用事業所ではなくなっている。 

このほか、申立期間①の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

 

２ 申立期間②については、事業主及び同僚の供述から、期間の特定はでき



 

  

ないものの、申立人が株式会社Ｂに勤務していたことはうかがえる。 

しかし、社会保険庁が保管する当該事業所に係る職歴審査照会回答票、

及び社会保険事務所が保管する当該事業所に係る事業所別被保険者名簿に

は、申立人の氏名は無く、健康保険の番号にも欠番は無く、申立人に係る

社会保険事務所の記録が失われたことは考え難い。 

また、事業主は、申立期間②当時の資料は無いとしているなど、申立内

容に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、申立

人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

さらに、申立人の株式会社Ｂに係る雇用保険の被保険者記録も無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

埼玉厚生年金 事案 1346 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等              

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 35 年 12 月から 37 年９月１日まで 

            厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所から

もらった。申立期間は、Ａ金庫Ｂ支店に間違いなく勤務していたので、

調査の上、加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ金庫Ｂ支店での業務内容や職場の状況を具体的に記憶してお

り、職場状況に関する同僚の供述とも符号していることから、期間の特定は

できないものの、申立期間当時に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、事業主は、職員在籍者、退職者一覧表及び当該事業所が保

管する厚生年金保険被保険者台帳等に申立人の記録が無いと回答している上、

同僚照会で回答があった同僚６人のうち５人は、申立期間が正しいとすれば、

申立人とＢ支店での勤務期間が重なるにもかかわらず、５人とも「申立人と

一緒に勤務したことはない」、又は「申立人は記憶にない」と供述している。 

また、申立人は、申立期間当初のＢ支店はロックアウト状態にあり社会保

険の事務手続は不可能な状態にあったと主張するが、事業主は、ロックアウ

ト期間中においても他の被保険者の資格取得手続を行っている。 

さらに、申立人が申立期間について厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書や源泉徴収票は無い。 

このほか、社会保険事務所が保管するＡ金庫の厚生年金保険被保険者名簿

に申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

加えて、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 



 

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 


